
2004/12/9  資料 2 ( パフ l 」 ック コメント反映 版 ) 

5. 個人データの 第三者提供 ( 法 第 23 条 ) 

( 第三者提供の 制限 ) 

法 第二十三条 個人情報取扱事業者 は、 次に掲ける場合を 除くほか、 あ らかじめ本人の 同 

意を得ないで、 個人データを 第三者に提供してほならない。 

一 法令に基づく 場合 

=  人の生命、 身体又は財産の 保護のために 必要があ る場合であ って、 本人の同意を 得 

ることが困難であ るとき。 

三 公衆衛生の向上又は 児童の健全な 育成の推進のために 特に必要があ る場合であ っ 

て、 本人の同意を 得ることが困難であ るとき。 

四 国の機関若しくは 地方公共団体 又は その委託を受けた 者が法令の定める 事務を遂 

行することに 対して協力する 必要があ る場合であ って、 本人の同意を 得ることにより 

当該事務の遂行に 支障を及ぼすおそれがあ るとき。 

2  個人情報取扱事業者 は 、 第三者に提供される 個人テータについて、 本人の求めに 応じ 

て 当該本人が識別される 個人データの 第三者への提供を 停止することとしている 場合 

であ って、 次に掲ける事項について、 あ らかじめ、 本人に通知し、 又は本人が容易に 知 

り得る状態に 置いているときは、 前項の規定にかかわらず、 当該個人データを 第三者に 

提供することができる。 

一 第三者への提供を 利用目的とすること。 

二 第三者に提供される 個人データの 項目 

三 第三者への提供の 手段又は方法 

四 本人の求めに 応じて当該木人が 識別される個人テータの 第三者への提供を 停止す 

ること。 

3  個人情報取扱事業者は、 前項第二号又は 第三号に掲ける 事項を変更する 場合は、 変更 

する内容について、 あ らかじめ、 木人に通知し 、 又は本人が容易に 知り得る状態に 置か 

なけれ ば ならない。 

4  次に掲ける場合において、 当該個人データの 提供を受ける 者は、 前三項の規定の 適用 

についてほ、 第三者に該当しないちのとする。 

一 個人情報取扱事業者が 利用目的の達成に 必要な範囲内において 個人データの 取扱 

いの全部 叉は 一部を委託する 場合 

二 合併その他の 事由による事業の 承継に伴って 個人データが 提供される場合 

三 個人データを 特定の者との 間で共同して 利用する場合であ って、 その 目 並びに共同 

して利用される 個人データの 項目、 共同して利用する 者の範囲、 利用する者の 利用目 

的及び当該個人データの 管理について 責任を有する 者の氏名又は 名称について、 あ ら 

かじめ、 本人に通知し 、 又は木人が容易に 知り得る状態に 置いているとき。 

5  個人情報取扱事業者は、 前項第三号に 規定する利用する 者の利用目的又は 個人データ 

の管理について 責任を有する 者の氏名若しくは 名称を変更する 場合は、 変更する内容に 

ついて、 あ らかじめ、 本人に通知し 、 叉は 本人が容易に 知り得る状態に 置かなけれ ば な 

らない。 
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(1 ) 第三者提供の 取扱い 

医療・介護関係事業者は、 あ らかじめ木人の 同意を得ないで、 個人データを 第三者 

に提供してはならないとされており、 次のような場合には、 本人の同意を 得る必要が 

あ る。 

a{$D) 

・民間保険会社からの 照会 

患者が民間の 生命保険に加入しようとする 場合、 生命保険会社から 患者の健康 

状態等について 照会があ った場合、 患者の同意を 得ずに患者の 現在の健康状態や 

既往 歴 等を回答してはならない。 

交通事故によるけがの 治療を行っている 患者に関して、 保険会社から 損害保険 

金の支払いの 審査のために 必要であ るとして症状に 関する照会があ った場合、 患 

者の同意を得ずに 患者の症状等を 回答してはならない。 

・職場からの 照会 

職場の上司等から、 社員の病状に 関する問い合わせがあ ったり、 休職中の社員 

の職場復帰の 見込みに関する 問い含 ね せがあ った場合、 患者の同意を 得ずに患者 

の病状 ゆ 回復の見込み 等を回答してはならない。 

・学校からの 照会 

学校の教職員等から、 児童・生徒の 健康状態に関する 問い合わせがあ ったり、 

休学中の児童・ 生徒の復学の 見込みに関する 問い合わせがあ った場合、 患者の同 

意を得ずに患者の 健康状態 ゆ 回復の見込み 等を回答してほならない。 

，マーケティンバ 等を目的とする 会社等からの 照会 

健康食品の販売を 目的とする会社から、 高血圧の患者の 存在の有無について 照 

会された場合や 要件に該当する 患者を紹介して 欲しい目の依頼があ った場合、 患 

者の同意を得ずに 患者の有無や 該当する患者の 氏名・住所等を 回答してはならな 

い 。 

C2) 第三者提供の 例外 

ただし、 次に渇ける場合については、 木人の同意を 得る必要 は ない。 

①法令に基づく 場合 

医療法に基づく 立入検査、 介護保険法に 基づく不正受給者に 係る市町村への 通知、 

児童虐待の防止等に 関する法律に 基づく児童虐待に 係る通告等、 法令に基づいて 個 

人情報を利用する 場合であ り、 医療機関等の 通常の業務で 想定される主な 事例は別 

表 3 のとおりであ る。 (1D 「． (2) ①参照 ) 
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②人の生命、 身体又は財産の 保護のために 必要があ る場合であ って、 本人の同意を 得 

ることが困難であ るとき 

( 例 ) 

・意識不明で 身元不明の患者について、 関係機関へ照会する 場合 

・意識不明の 患者の病状や 重度の痴呆性の 高齢者の状況を 家族等に説明する 場合 

釆 なお、 「本人の同意を 得ることが困難であ るとき」には、 木人に同意を 求めても同 

意しない場合、 本人に同意を 求める手続を 経るまでもなく 本人の同意を 得ること 

ができない場合等が 含まれるものであ る。 

③公衆衛生の 向上又は児童の 健全な育成の 推進のために 特に必要があ る場合であ って 、 

本人の同意を 得ることが困難であ るとき 

( 例 ) 

・健康増進法に 基づく地域がん 登録事業による 国 又は地方公共団体への 情報提供 

・がん検診の 精度管理のための 地方な共団体 又は地 乃公共団 ィ   から委託を受けた 検 

珍 機関に対する 精密検査結実の 情報提 僅 
  児童虐待事例についての 関係機関との 情報交換 

・医療安全の 向上のため、 院内で発生した 医療事故等に 関する国、 地方な共団体又 

は第三者機関等への 情報提供のうち、 氏名等の情報が 含まれる場合 

④国の機関苦しくは 地方公共団体又はその 委託を受けた 者が法令の定める 事務を遂行 

することに対して 協力する必要があ る場合であ って、 本人の同意を 得ることにより 

当該事務の遂行に 支障を及ぼすおそれがあ るとき 

( 例 ) 

・回答が実施する、 統計報告調整法の 規定に基づく 統計報告の徴集 ( いわ める承認 

統計調査 ) 及び統計法第 8 条の規定に基づく 指定統計以覚の 統計調査 C いわめ る 

届出統計調査 ) に協力する場合 

(3) 本人の同意が 得られていると 考えられる場合 

医療機関の受付等で 診療を希望する 患者は、 傷病の回復等を 目的としている。 一方、 

医療機関等は、 患者の傷病の 回復等を目的として、 より適切な医療が 提供できるよう 

治療に取り組むとともに、 必要に応じて 他の医療機関と 連携を図ったり、 当該傷病を 

専門とする他の 医療機関の医師等に 指導、 助言等を求めることも 日常的に行われる。 

また、 その費用をな 的 医療保険に請求する 場合等、 患者の傷病の 回復等その色のが 目 

的ではないが、 医療の提供には 必要な利用目的として 提供する場合もあ る。 このため、 

第三者への情報の 提供のうち、 患者の傷病の 回復等を含めた 患者への医療の 提供に必 

要であ り、 かつ、 個人情報の利用目的として 院内掲示等により 明示されている 場合は、 

原則として黙示による 同意が得られているものと 考えられる。 

なお、 傷病の内容によって は 、 患者の傷病の 回復等を目的とした 場合であ っても、 
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個人データを 第三者提供する 場合は、 あ らかじめ本人の 明確な同意を 得るよ う 求めが 

あ る場合も考えられ、 その場合、 医療機関等は、 本人の意思に 応じた対応を 行 う 必要 

があ る。 

①患者への医療の 提供のために 通常必要な範囲の 利用目的について、 院内掲示等で 公 

表して お くことによりあ らかじめ包括的な 同意を得る場合 

医療機関の受付等で、 診療を希望する 患者から個人情報を 取得した場合、 それら 

が 患者自身の医療 サーヒ スの提供のために 利用されることほ 明らかであ る。 このた 

め 、 院内掲示等により 公表して、 患者に提供する 医療 サーヒ スに関する利用目的に 

ついて患者から 明示的に留保の 意思表示がなけれ ば 、 患者の黙示による 同意があ っ 

たものと考えられる。 Cm2. 参照 ) 

また、 

㈲患者への医療の 提供のため、 他の医療機関等との 連携を図ること 

Ⅲ患者への医療の 提供のため、 外部の医師等の 意見・助言を 求めること 

( ゥ ) 患者への医療の 提供のため、 他の医療機関等からの 照会があ った場合にこれに 

応じること 

㈲患者への医療の 提供に際して、 家族等への病状の 説明を行うこと 

等 が利用目的として 特定されている 場合は、 これらについて ち 患者の同意があ った 

ものと考えられる。 

②この場合であ っても、 黙示の同意があ ったと考えられる 範囲は、 患者のための 医療 

サーヒ スの提供に必要な 利用の範囲であ り、 別表 2 の「患者への 医療の提供に 必要 

な 利用目的」 ゑ褒 ちに奮進 療機 潤 - 等が汚し惹に 示され定利用目的に 限られるものと 

する。 

なお、 院内掲示等においてほ 、 

Ⅲ患者 は 、 医療機関釜 が 示す利用目的の 中で同意しがたいものがあ る場合にほ 、 そ 

の事項について、 あ らかじめ本人の 明確な同意を 得るよ う 医療機関 亙に 求める 

ことができること。 

( 引 患者が 、 Ⅲの意志表示を 行わない場合は、 公表された利用目的について 患者の 

同意が得られたものとすること。 

( ゥ ) 同意及び留保は、 その後、 患者からの 申 出により、 いつでち変更することが 可能 

であ ること。 

を あ れ せて掲示するものとする。 

氷上記①のⅢ～Ⅲの 具体例 

( ミ 露側Ⅱ ) 

  他の医療機関 宛に 発行した紹介状等を 本人が持参する 場合   
医療機関等において 他の医療機関等への 紹介状、 処方せん等を 発行し、 当該書面 

を本人が他の 医療機関等に 持参した場合、 当該第三者提供についてほ、 本人の同意 

があ ったものと考えられ、 当該書面の内容に 関し、 医療機関等との 間での情報交換 
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を荷 う ことについて 同意が得られたものと 考えられる。 

  

兵事例 - 臼井 

ニ他の医療機関等からの 照会に回答する 場合   

診療所 A を過去に受診したことのあ る患者が、 病院 日 において現に 受診中の場合 

で、 病院巳から診療所 A に対し過去の 診察結果等について 照会があ った場合、 病院 

日の担当医師等が 受診中の患者から 同意を得ていることが 確認できれば、 診療所 A 

は 自らが保有する 診療情報の病院日への 提供について、 患者の同意が 得られたちの 

と 考えられる。 

-;-. 家族等への病状説明   
病態等について、 本人と家族等に 対し同時に説明を 行う場合には、 明示的に本人 

の 同意を得なくても、 その同時に説明宣童二ゑ 家族等に対する 診療情報の提供にっ 

いて、 本人の同意が 得られたものと 考えられる。 

③医療機関等が、 労働安全衛生法第 66 条、 健康保険法第「 50 条、 国民健康保険法 

第 82 条又は老人保健法第 20 条により、 事業者、 保険者又は市町村が 行う健康診 

断等を受託した 場合、 その結果であ る労働者等の 個人データを 委託 元 であ る当該 事 

業者、 保険者又は市町村に 対して提供することについて、 本人の同意が 得られてい 

ると考えられる。 

④介護関係事業者については、 介護保険法に 基づく指定基準において、 サービス担当 

者会議等で利用者の 個人情報を用いる 場合には利用者の 同意を、 利用者の家族の 個 

人情報を用いる 場合にほ家族の 同意を、 あ らかじめ文書により 得ておかなければな 

うないとされていることを 踏まえ、 事業所内への 掲示によるのではなく、 サー ピス 

利用開始時に 適切に利用者から 文書により同意を 得ておくことが 必要であ る。 

C4) 「第姉者」に 該当しない場合 

①他の事業者等への 情報提供であ るが、 「第姉者」に 該当しない場合 

法第 23 条第 4 項の各号に掲ける 場合の当該個人データの 提供を受ける 者にっ い 

ては、 第三者に該当せず、 本人の同意を 得ずに情報の 提供を行うことができる。 医 

療・介護関係事業者における 具体的事例は 以下のとおりであ る。 

・検査等の業務を 委託する場合 

・外部監査機関への 情報提供 (( 財 ) 日本医療機能評価機構が 行う病院機能評価等 ) 

・個人データを 特定の者との 間で共同して 利用するとして、 あ らかじめ木人に 通知 

等している場合 

Ⅹ個人データの 共同での利用における 留意事項 

病院と訪問看護ステーションが 共同で医療サービスを 提供している 場合など、 
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あ らかじめ個人データを 特定の者との 間で共同して 利用することが 予定され 

ている場合、 ㈲共同して利用される 個人データの 項目、 Ⅲ共同利用者の 範囲 ( 個 

別列挙されているか、 木人から見てその 範囲が明確となるよさに 特定されてい 

る 必要があ る ) 、 ㈲利用する者の 利用目的、 ㈲当該個人データの 管理について 

責任を有する 者の氏名工 は 名称、 をあ らかじめ本人に 通知し 、 又は本人が容易 

に知り得る状態においておくととちに、 共同して利用することを 明らかにして 

いる場合にほ、 当該共同利用者 は 第三者に該当しない。 

この場合、 ㈲、 Ⅲについては 変更することができず、 ( ゥ ) 、 ㈲については、 

本人が想定することが 困難でない範囲内で 変更することができ、 変更する場合 

ほ 、 本人に通知又は 本人の容易に 知り得る状態におかなけれ ば ならない。 

②同一事業者内における 情報提供であ り、 第三者に該当しない 場合 

同一事業者内で 情報提供する 場合は、 当該個人データを 第三者に提供したことに 

ほならないので、 本人の同意を 得ずに情報の 提供を行 う ことができる。 医療・介護 

関係事業者における 具体的事例は 以下のとおりであ る。 

・病院内の他の 診療科との連携など 当該医療・介護関係事業者内部における 情報の 

交換 

・同一事業者が 開設する複数の 施設間における 情報の交換 

・当該事業者の 職員を対象とした 研修での利用 ( 特定し、 公表した利用目的との 関 

係で、 目的外利用として 所要の措置を 行う必要があ り得る ) 

・当該事業者内で 経営分析を行うための 情報の交換 

このうち、 医療・介護関係事業者内部の 研修で診療録や 介護関係記録等を 利用す 

る 場合には、 具体的な利用方法を 含め、 あ らためて本人の 同意を得るか、 個人が特 

定されないよう 匿名化する。 

(5) その他留意事項 

・他の事業者への 情報提供に関する 留意事項 

第三者提供を 行う場合のほか、 他の事業者への 情報提供であ って ち、 ①法令に基づ 

く 場合など第三者提供の 例外に該当する 場合、 ②「第姉者」に 該当しない場合、 ③個 

人が特定されないように 匿名化して情報提供する 場合などにおいては、 本来必要とさ 

れる情報の範囲に 限って提供すべきであ り、 情報提供する 上で必要とされていない 事 

頃 に ついてまで他の 事業者に提供することがないようにすべきであ る。 

特に、 医療事故等に 関する情報提供に 当たって は 、 患者・ 利 m 者及び家族等の 意思 

を踏まえ、 報告において 氏名等が必要とされる 場合を除き匿名化 ( Ⅱ 2. 参照 ) を 行 

う 。 また、 医療事故発生直後にマスコミへの 公表を行う場合等についてほ、 匿名化す 

る場合であ っても本人又は 家族等の同意を 得るよう努めるものとする。 
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( 適切ではない 例 ) 

・医師及び薬剤師が 製薬企業の MR (E 薬品情報担当者 ) 、 医薬品部業者の MS ( 医薬 

品販売担当者 ) 等との間で医薬品の 投薬効果などについて 情報交換を行う 場合に 、 

必要でない氏名等の 情報を削除せずに 提供すること。 

[ 法の規定により 遵守すべき事項等 ] 

・医療・介護関係事業者においては、 あ らかじめ本人の 同意を得ないで、 個人データ 

を第三者に提供してはならない。 なお、 (2) の本人の同意を 得る必要がない 場合に 

該当する場合には、 本人の同意を 得る必要はない。 

・個人データの 第三者提供について 木人の同意があ った場合で、 その後、 本人から第 

三者提供の範囲の 一部 は ついての同意を 取り消す旨の 申出があ った場合は、 その後 

の個人データの 取扱いについては、 木人の同意のあ った範囲に限定して 取り扱うも 

のとする。 

[ その他の事項 ] 

，第三者提供に 該当しない情報提供が 行われる場合であ って ち 、 院内や事業所内等へ 

の掲示、 ホームページ 等により情報提供先をできるだけ 明らかにするとともに、 患 

者・利用者等からの 問い合わせがあ った場合に回答できる 体制を確保する。 

・例えば、 業務委託の場合、 当該医療・介護関係事業者において 委託している 業務の 

内容、 委託 先 事業者、 委託 先 事業者との間での 個人情報の取扱いに 関する取り決め 

の内容等について 公開することが 考えられる。 
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6. 保有個人データに 関する事項の 公表等 ( 法 第 24 条 ) 

( 保有個人データに 関する事項の 公表等 ) 

法 第二十四条 個人情報取扱事業者は、 保有個人データに 関し、 次に渇ける事項について、 

本人の知り得る 状態 ( 本人の求めに 応じて遅滞なく 回答する場合を 含む。 ) に置かなけ 

れ ば ならない。 

一 当該個人情報取扱事業者の 氏名又は名称 

二 すべての保有個人データの 利用目的 ( 第十八条第四項第一号から 第三号までに 該当 

する場合を除く。 ) 

三 次項、 次条第一項、 第二十六条第一項又は 第二十七条第一項若しくは 第二項の規定 

による求めに 応じる手続 ( 第三十条第二項の 規定により手数料の 額を定めたときは、 

その手数料の 額を含む。 ) 

四 所三号に掲けるもののほか、 保有個人データの 適正な取扱いの 確保に関し必要な 事 

項として政令で 定めるもの 

2  個人情報取扱事業者は、 本人から、 当該本人が識別される 保有個人データの 利用目的 

の通知を求められたときは、 木人に対し、 遅滞なく、 これを通知しなければならない。 

ただし、 次の各号のいずれかに 該当する場合は、 この限りでない。 

一 前項の規定により 当該木人が識別される 保有個人データの 利用目的が明らかな 場 
ム 
口 

こ 第十八条第四項第一号から 第三号までに 該当する場合 

3  個人情報取扱事業者は、 前項の規定に 基づき求められた 保有個人データの 利用目的を 

通知しない目の 決定をしたときほ、 本人に対し、 遅滞なく、 その旨を通知しなけれ ば な 

らない。 

( 保有個人データの 適正な取扱いの 確保に関し必要な 事項 ) 

令 第五条 法第二十四条第一項第四号の 政令で定めるものは、 次に 喝 けるものとする。 

一 当該個人情報取扱事業者が 行う保有個人データの 取扱いに関する 苦情の申出先 

こ 当該個人情報取扱事業者が 認定個人情報保護団体の 対象事業者であ る場合にあ っ 

ては、 当該認定個人情報保護団体の 名称及び苦情の 解決の申出先 

[ 法の規定により 遵守すべき事項等 ] 

・医療・介護関係事業者 は 、 保有個人データに 関し、 Ⅲ当該個人情報取扱事業者の 氏名 

又は名称、 ㈲すべての保有個人データの 利用目的 ( 法第 「 8 条第 4 項 第 「号から第 3 

号 までに規定された 例外の場合を 除く ) 、 川保有個人データの 利用目的の通知、 開示、 

訂正、 利用停止等の 手続の方法、 及び保有個人データの 利用目的の通知又は 開示に係 

る手数料の額、 Ⅲ苦情の申出先等について、 本人の知り得る 状態 ( 本人の求めに 応じ 

て 遅滞なく回答する 場合を含む ) に置かなければならない。 

  医療・介護関係事業者は、 本人から、 当該本人が識別される 保有個人データの 利用目 

的の通知を求められたときほ、 上記の措置により 利用目的が明らかになっている 場合 

及び法第「 8 条第 4 項 第 「号から第 3 号までの例外に 相当する場合を 除き、 遅滞なく 

-27- 



2004/12/9  資料 2 ( パフ l 」 ック コメント反映 版 ) 

通知しなけれ ば ならない。 

  医療・介護関係事業者 は 、 利用目的の通知をしない 目の決定をしたときは、 本人に対 

し、 遅滞なく、 その旨を通知しなけれ ば ならない。 

・法施行双から 保有している 個人情報について ち 同様の取扱いを 行う。 

[ その他の事項 ] 

・医療・介護関係事業者は、 保有個人テータについて、 その利用目的、 開示、 訂正、 利 

用停止等の手続の 方法及び利用目的の 通知又は開示に 係る手数料の 額、 苦情の申出先 

等について、 少なくとも院内や 事業所内等への 掲示、 さらにホームページ 等によりで 

きるだけ明らかにするとともに、 患者・利用者等からの 要望により書面を 交付したり、 

問い合わせがあ った場合に具体的内容について 回答できる体制を 確保する。 
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